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３ 大学院の教育  

 

３．１ 研究所における教育の現状 

資源化学研究所の各部門は､平成９年度と１０年度の大学院総合理工学研究科の改組に

より､物質電子化学専攻､物質科学創造専攻､化学環境学専攻､環境理工学創造専攻のいずれ

かの協力講座となり､これら4専攻に所属する大学院学生の研究指導､教育､講義を行ってい

る。カリキュラム等の体系化への努力は、各専攻に協力しながら進めている。各部門に配

属されている大学院学生の総数は､修士課程が１５４名、博士後期課程が４９名である。部

門あたり、１０名以上の修士、数名の博士を抱えていることになる。大学院学生の出身母

校やバックグラウンドは実にさまざまであり、これは研究室に多様な「文化」をもたらす

とともに、研究室における教育の重要性が増す。資源化学研究所はこの状況を自覚して大

学院学生をトレーニングしており、過去４年間に、修士２３１名、博士４８名を世に送り

出した｡今後も､大学院学生にとってやりがいがある刺激的で活発な研究環境を提供し､研

究力や探求力を身につける教育をしている。 

 

大学院学生数 

項目・種目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

修士修了者数 ５７ ６１ ５５ ５８

博士取得者数 

（内論文博士） 

９

（ ０）

１０

（ １）

１４

（ ０）

１５

（ ２）

留学生数 １５ １１ １３ １７

国際共同研究件数 １８ １９ ２４ ２６

 

さらに、資源化学研究所は、独自に学生に対する海外旅費サポート制度を開始した。 

 

 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

制度の利用数 １４名 ９名 １３名 ０名 

 

平成１８年度から平成２０年度まで３６名がこの制度を利用している。平成２１年度は、

耐震工事等の準備や工事に伴う様々な管理上の問題から、実施していない。  

 

３．２ 研究所における教育の将来計画 

 資源化学研究所は、大学院総合理工学研究科としての教育への関わりと各部門に配属さ

れた大学院学生に対する教育の実践との２つの顔を持つ。前者は、協力講座として今まで

の活動を進めること、また、後者に関しては各部門で「考えること」を基本とした指導を

行うことは勿論であるが、海外への派遣支援など資源化学研究所として努力できることは
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今後も継続していくことが重要であると考えている。これだけに止まらず、学部教育にも

積極的に寄与することを考えている。従来は、個人に依頼された授業を実施する程度であ

ったものを、できる限り学部側と教育の体系を議論しながら、さらに緊密に進めていくこ

とが重要である。 

 

 

４ 研究活動と研究成果  

 

４．１ 研究活動の現状 

４．１．１ 活動全体 

資源化学研究所で実施されている研究活動を幾つかの側面から見ることにする。学術誌

掲載論文や国際会議発表の件数(平成１８年度～２１年度)は以下の通りである。 

 

 学術誌掲載論文、国際会議発表、特許、書籍等の件数 

項目・種目 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

学術誌掲載論文数 １８５ １８４ １３１ １４３

国際会議発表論文数 １１９ １０５ １６２ １１７

国内会議発表論文数 ３０７ ２７２ ３２２ ２９２

招待講演件数 ８８ ８６ ８９ ７５

各種研究・調査報告書件数 ２０ １６ ４２ １９

特許等の出願件数 ３８ ３６ ３２ １９

特許等の取得件数 ２４ ２３ ２５ ６

書籍出版件数 ３２ １６ １６ １３

 

また、論文の引用回数が３００を越えるものを挙げると、Nature, 386, 299-302 (1997)  

１１３９回、Science, 272, 704-705 (1996) ８５８回、Science, 268, 1873-1875 (1995) 

７００回、J. Phys. Chem., 95, 3727-3730 (1991) ３８３回、J. Am. Chem. Soc., 116, 

4832-4845 (1994) ３７５回などとなっており、各研究部門､研究施設ともに活発な研究を

世界的な視野で展開している様子が伺える｡ 基礎から応用に至る分野において国内外で

高い評価を得ており、論文の数､質ともに世界の研究競争において最前線にあるといえる｡

白川英樹博士のノーベル化学賞の研究もその画期的な出来事の一つである。この研究評価

がなされた時点から歳月は流れても、各部門における研究に対する情熱は衰えていないと

いえる。 

 研究活動の活発さは、受賞関係を見ても明らかである。 

 

 


